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はじめに 
 
 当財団では、「令和４年度救急救命の高度化の推進に関する調査研究事業」とし

て、プレホスピタル・ケアの質の向上と救急業務の諸問題の解決に向けて、必要な

研究を行うことを目的に、当財団が指定するテーマに沿った研究課題において、 

「大阪医科薬科大学病院」に調査研究を委託しました。 
 この報告書が、関係機関の皆さまの参考資料として広く活用され、今後の救急業

務の発展に少しでも貢献できれば幸いです。 
 なお、本誌の全文は救急振興財団ホームページからも閲覧・印刷可能となってお

りますので、併せてご活用いただければ幸いです。 
 
 
 

令和５年４月 
 
 
 

一般財団法人 救急振興財団  
事務局総務部 企画調査課  
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ははじじめめにに

日本は世界一の超高齢社会であり、 年における 歳以上の人口が 万人で高齢化率は

である（表 ）。人口とともに生産年齢人口も減少傾向であり、社会保障財政のバランスが

崩壊することも危惧されている 。

（表 ）年齢 区分別人口及び割合（ 年、 年）

総務省統計局 人口推計 より抜粋

また、日本における救急車の出動件数は 年の 万件から 年には 万件と増加傾向

にあり、救急車適正利用は喫緊の課題である（図 ） 。
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（図 ）救急車による救急出動件数及び搬送人員の推移

消防庁救急企画室 消防の動き 年 月号より抜粋

高齢者の救急搬送の割合も増加傾向であるが、約 が軽症者である。軽症者が救急要請する理由

の一つが通院困難であるが、その実態は十分に調査されていない（図 ）。

（図 ）年齢区分別の救急搬送人員と構成比の推移

消防庁救急企画室 消防の動き 年 月号より抜粋

（図 ）傷病程度別の搬送人員と構成比の推移

消防庁救急企画室 消防の動き 年 月号より抜粋

本研究の目的は、救急搬送事例における通院困難軽症高齢患者の実態を明らかにすることである。

通院困難軽症高齢患者に対して、往診や訪問診療などの医療介入を適切に行うことができると、不

急の救急搬送を減らせる可能性がある 。
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（図 ）年齢区分別の救急搬送人員と構成比の推移

消防庁救急企画室 消防の動き 年 月号より抜粋

（図 ）傷病程度別の搬送人員と構成比の推移

消防庁救急企画室 消防の動き 年 月号より抜粋

本研究の目的は、救急搬送事例における通院困難軽症高齢患者の実態を明らかにすることである。

通院困難軽症高齢患者に対して、往診や訪問診療などの医療介入を適切に行うことができると、不

急の救急搬送を減らせる可能性がある 。
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方方法法

セッティング

本研究は、大阪府三島医療圏にある大阪医科薬科大学病院とその管轄消防本部の共同研究として行

う後方視的観察研究（記述研究）である。 年 月から 年 月までに高槻市消防本部の

救急要請事案として、救護区分で実際に病院に搬送された 歳以上の高齢者で、自宅からの救急

要請症例を対象とした（図 ）。なお、本研究は、大阪医科薬科大学病院倫理委員会の承認を得て

おり、救急搬送データベースからは個人識別情報は削除されている。

（図 ）患者フロー
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大阪府高槻市の救急医療体制

大阪府は西日本最大の都市圏であり、高槻市は大阪市と京都市の中間の三島医療圏に位置し、その

二大都市のベッドタウンとして発展している（図 ）。三島医療圏には の二次救急医療機関が

あり、そのうち高槻市は の二次救急医療機関を有している。高槻市消防本部は 台の救急車を

有し、各救急車は救急救命士 名以上を含む救急隊員 名で構成されており、ほぼ全ての事案が高

槻市内で完結している（図 ）。

（図 ）大阪府 三島医療圏
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（図 ）高槻市消防本部

データセット

匿名化された高槻市消防本部の 年分のデータに含まれる変数は主に次の通りである；年齢、性

別、日時データ（指令、現場到着、搬送開始、最終病院到着）、事故種別、救護区分、発生場所区

分、傷病名、傷病程度、緊急度（救急隊が判断）、該当診療科、 、発生概要、バイタルサイン

（血圧、脈拍、呼吸数、 、酸素投与の有無、体温、意識レベル（ ））、住所コード（大

字）、郵便番号、身体所見（麻痺の有無、外出血の有無、皮膚性状、嘔吐の有無、痙攣の有無）。

意識レベルについては を に変換し、その他のバイタルサインデータとあわせ、患者ご

とに （ ）を算出した 。また、気象庁のデータベースから次

の変数を日毎のデータとしてエリアごとに取得した；日付、最高気温、最低気温、平均気温、降水

量、風速、気圧、湿度、曇り指数。さらに、 歳以上の高齢者において、重症度が「軽症」か
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つ、救急外来転帰が「帰宅」の患者を、通院困難軽症高齢者と定義した。なお、傷病程度「軽症」

は、傷病程度が入院加療を必要としないものであり、帰宅となったものを指す。

データの記述

＜年次推移の可視化＞

対象患者のうち、傷病程度の推移、また、 歳以上の高齢者割合の年次推移を図示した。

＜対象患者の記述＞

傷病程度や緊急度ごとに、各変数の分布を記述した。

＜その他＞

以下の内容について記述した。

・ 日における時間ごとの通院困難軽症高齢者数の推移

・通院困難軽症高齢者と天気の関連

・地図データにおける通院困難軽症高齢者の分布

・地図データにおける 歳以上一般世帯数単独世帯の分布

統計解析は全て、 （ ）を用いて実施し、全て

の検定は両側検定とし、 値 を統計学的に有意とした。また、地図描画ツールとして、

（ゼンリンマーケティングソリューションズ、東京、日本）を用いた。
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結結果果

年次推移の可視化

救急搬送患者全体に占める高齢者は 件（ ％）であった。 年の推移をみると 歳以上

の高齢者の割合は緩徐に増加しており、 年には、救急搬送全体に占める高齢者の割合は

となっている（図 ）。

（図 ）救急搬送患者数の年次推移（高齢者）

また、救急搬送患者全体に占める軽症患者は 件（ ）であった。 年の推移をみると

軽症患者の割合は緩徐に増加しており、 年には、救急搬送全体に占める傷病程度が軽症の患

者の割合は となっている（図 ）。
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（図 ）救急搬送患者数の年次推移（軽症患者）

対象患者の記述

年 月 日から 年 月 日まで、総計 件の救急要請があり、実際に病院に

搬送された患者が 件、そのうち、自宅からの救急要請であった高齢者（ 歳以上）は

件であった（図 ）。平均年齢は 歳で、 が男性であった（表 ）。救急要請理由と

しては内因性疾患が 件（ ）と最多で、次いで単純外傷が 件（ ％）であっ

た。対象患者のうち、 が良好な患者は 件（ ）であった。救急隊が判断した緊急

度については、 割以上の患者で準緊急であった。傷病程度については、軽症が 件

（ ）と最も多く、次いで中等症が 件（ ）であった。該当診療科については、内

科、整形外科、神経内科、循環器内科が多かった。
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対象患者のうち、軽症患者のみ、非緊急患者のみ、を抽出して同様の項目について記述した。両群

ともに、対象患者全体と比較し 良好の割合が高く、 が低い傾向を認めた。その他の項

目の分布については対象患者全体と比較し、大きな差は認めなかった。

通院困難軽症高齢者と定義される患者は 件（ ％）であった。 年の推移をみると、

年から 年にかけては減少しているが、全体としては緩徐に増加している（図 ）。
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対対象象患患者者 （（軽軽症症）） （（非非緊緊急急））

人数

年齢

性別 男性

事故種別

急病

一般負傷

自損行為

加害

交通

火災

労働災害

運動競技

その他

機能良好

中等度障害

高度障害

不明

居住地の階数

階

階

階

階

階

階以上

救急隊員により判断された緊急度

非緊急

準緊急

緊急

傷病程度

軽症

中等症

重症

死亡

救急搬送時間 分

± ± ±
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に基づいたリスク分類

低

中

高

郊外（山間部）からの救急要請

診療科

内科

整形外科

神経内科

循環器内科

呼吸器内科

脳神経外科

外科

泌尿器科

（表 ）患者背景

対象患者：自宅から救急要請された 歳以上の高齢者

（軽症）：対象患者のうち、傷病程度が軽症のもの

（非緊急）：対象患者のうち、救急隊により非緊急と判断されたもの

救急搬送時間は現場到着時刻から病院到着時刻までの時間として算出した

データはデータ分布に応じて中央値（四分位範囲）、平均値（±標準偏差）また

は、数（％）で表示されている。
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（図 ）通院困難軽症高齢者数の年次推移

日における時間ごとの通院困難軽症高齢者の推移

日の中での救急搬送患者数の分布を以下に示す。午前 時と午後 時に多くなる二峰性の結果

となった。また、通院困難軽症高齢者の推移も全体の推移に追随する形となった（図 ）。

（図 ） 日における時間ごとの通院困難軽症高齢者数の推移
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また、通院困難軽症高齢者の要請理由の内因と外因のそれぞれで同様のグラフを描画した。内因も

外因も全体の推移と概ね同様の結果であった（図 ）。なお、事故種別が急病を内因とし、急病

以外のもの（一般負傷、自損行為、交通、加害、火災、労働災害、運動競技）を外因とした。

（図 ） 日における通院困難軽症高齢者数の推移（内因・外因）

内因：事故種別が「急病」のもの

外因：事故種別が「急病」以外のもの

（一般負傷、自損行為、交通、加害、火災、労働災害、運動競技）
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通院困難軽症高齢者と天気の関連

通院困難軽症高齢者と天気の関連について以下に示す（表 ）。雨の日で平均搬送時間（現場到着

時刻〜病院到着時刻で算出）が長い結果となったが、晴れ、曇り、雨のそれぞれにおいて、その他

項目に差は認めなかった。
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晴晴れれ 曇曇りり

（（ ））

雨雨

（（ ））

値値

事故種別

急病

一般負傷

交通事故

転院搬送

救急搬送時間 分

郊外（山間部）からの救急要請

（表 ）通院困難軽症高齢者と天気の関連

データは中央値（四分位範囲）または、数（％）で表示されている。
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地図データにおける通院困難軽症高齢者の分布

通院困難軽症高齢者の分布を大字単位で地図上に示す（図 ）。大字ごとに、通院困難軽症高

齢者の件数評価し、 段階に分けた。対象患者が多い（ 大字あたりの通院困難軽症高齢者数＞

件）大字エリア（地図上で赤く表示）が つ（安岡寺町、月見町、津之江町、芝生町、牧田町、西

五百住町、北大樋町）あり、高槻市全体で見ると偏りを認めた。

（図 ）通院困難軽症高齢者の分布（全体）

大阪府高槻市において通院困難軽症高齢者の分布を大字ごとに地図上に示した。

各色の説明については以下の通りである。

赤：通院困難軽症高齢者数が 〜 件の大字

橙：通院困難軽症高齢者数が 〜 件の大字
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黄：通院困難軽症高齢者数が 〜 件の大字

緑：通院困難軽症高齢者数が 〜 件の大字

青：通院困難軽症高齢者数が 〜 件の大字

（図 ）通院困難軽症高齢者の分布（詳細）

大阪府高槻市において通院困難軽症高齢者の分布を大字ごとに地図上に示した。

各色の説明については以下の通りである。

赤：通院困難軽症高齢者数が 〜 件の大字

橙：通院困難軽症高齢者数が 〜 件の大字

黄：通院困難軽症高齢者数が 〜 件の大字

緑：通院困難軽症高齢者数が 〜 件の大字

青：通院困難軽症高齢者数が 〜 件の大字
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地図データにおける 歳以上一般世帯数単独世帯の分布

国勢調査人口世帯集計データを基に、 歳以上一般世帯数単独世帯のデータを地図上に示す（図

）。三島医療圏ではそもそも 歳以上一般世帯数単独世帯が他の医療圏と比べ、比較的少な

いエリアであることが見て取れる。その中でも、一つの大字あたり 〜 件の 歳以上一般

世帯数単独世帯がいるエリアが三島医療圏の中に つあり、その全てが高槻市であった（津之江

町、芝生町、牧田町、西五百住町、北大樋町）。

（図 ）大阪府北部における 歳以上一般世帯数単独世帯の分布

大阪府北部において 歳以上一般世帯数単独世帯の分布を大字ごとに地図上に示し

た。

各色の説明については以下の通りである。

赤： 歳以上一般世帯数単独世帯が 〜 件の大字

橙： 歳以上一般世帯数単独世帯が 〜 件の大字
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黄： 歳以上一般世帯数単独世帯が 〜 件の大字

緑： 歳以上一般世帯数単独世帯が 〜 件の大字

青： 歳以上一般世帯数単独世帯が 〜 件の大字

（図 ）高槻市における 歳以上一般世帯数単独世帯の分布（詳細）

高槻市を中心に 歳以上一般世帯数単独世帯の分布を大字ごとに地図上に示した。

各色の説明については以下の通りである。

赤： 歳以上一般世帯数単独世帯が 〜 件の大字

橙： 歳以上一般世帯数単独世帯が 〜 件の大字

黄： 歳以上一般世帯数単独世帯が 〜 件の大字
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緑： 歳以上一般世帯数単独世帯が 〜 件の大字

青： 歳以上一般世帯数単独世帯が 〜 件の大字

全国と高槻市の比較

消防庁のデータによると、全国の救急搬送に占める高齢者の割合は 年で であり（表

）、今回の高槻市消防本部のデータでは 年で であった（図 ）ことからも、全国平均

よりは高齢者割合は多く、その理由としては、母集団として、高槻市自体の高齢化の影響によるも

のと考えられた。また、同様に、全国の救急搬送に占める軽症者の割合は 年で ％であり

（表 ）、今回の高槻市消防本部のデータでは 年で であった（図 ）ことからも、全

国平均よりも軽症者割合はかなり多かった。

（表 ）年齢区分別の救急搬送人員対前年比

消防庁救急企画室 消防の動き 年 月号より抜粋
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（表 ）傷病程度別の救急搬送人員対前年比

消防庁救急企画室 消防の動き 年 月号より抜粋
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考考察察

結果の総括

歳以上の高齢者において、救急搬送時の救急搬送時重症度が「軽症」かつ、救急外来転帰が

「帰宅」の患者を、通院困難軽症高齢者と定義し、その特徴を表 で示した。自宅からの救急要請

患者で 割程度が外因性の主訴であり、交通事故の患者も少数ながら含まれていることも興味深

い。軽微な外傷であれば、往診や訪問診療の範囲でカバーできるとも考えられ、そういったサービ

スのできる範囲の広さを示唆しているとも言える。また、通院困難軽症高齢者の ％以上が、

良好であり、救急車以外の病院への移動手段の選択肢についても可能性があるだろう 。救

急隊判断の非緊急と判断された患者はわずか であり、またその中にもごく少数ではあるものの

入院となっている患者もいることから、緊急度の判断の難しさが伺える。

地図データの総括

今回、高槻市における、通院困難軽症高齢者の分布と、高齢一般世帯数単独世帯の分布に関連を認

めた。高槻市の つのエリア（津之江町、芝生町、牧田町、西五百住町、北大樋町）では、 歳

以上一般世帯数単独世帯数が他と比較し多く、またそのエリアは通院困難軽症高齢者が多いエリア

と一致した。加速する高齢化社会の中で、老老介護や高齢独居の世帯は増加の一途を辿る。通院困

難軽症高齢者はそういった世帯との関連があることが示唆され、今後の福祉サービスや各種医療サ

ービスの介入ターゲットとして重要であると思われる 。また、上記の つのエリアには該当し

ないものの、通院困難軽症高齢者が多いエリアを高槻市で つ（安岡寺町、月見町）認めた。何ら
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かの因果が働いているのかどうかは判然としないが、全国的に同様の解析を行うことで、老老介護

や高齢独居が多いというリスク以外に、何らかの通院困難軽症高齢者に関連する項目が見つかる可

能性もある。今回は、データが限られていたため、更なる追求や検証は限界があったが、今後様々

なデータを統合し、検証する価値があると考えられる。

今後の救急搬送における課題とその対策

日本における救急搬送手段の問題として、一般に、現状では公共の搬送手段は救急車しかないこと

が挙げられる。搬送件数が増えれば増えるほど、医療財政が逼迫することになり、救急医療そのも

のも立ち行かなく可能性もある。軽症者への対応としては、救急車の有料化など救急診療の需要そ

のものに抑制をかけるものだけでなく、多種多様な介入が望まれる。 を始めとするコールセ

ンターの普及で、病院に行かなくてもいい人は行かない、また、適切な病院に適切な手段で行く

（救急車の適応がない人は使わない）という文化が少しずつではあるが定着してきている 。

大阪府では「救急安心センターおおさか」というコールセンターが機能しており、今回のデータセ

ットの中にも 件の患者で安心センターに相談し救急要請に至ったという結果を得ている。ま

た、それでもどうしても診察してほしい場合に自宅に医療スタッフが来てくれるという方法も今後

は一層世間に周知していく必要があると考えらえる。
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結結論論

高槻市消防本部の 年にわたる救急搬送データを記述した。国勢調査人口世帯集計データなどとと

もに地図上に描画することで、通院困難軽症高齢者のリスクとして老老介護や高齢独居の関与が示

唆された。
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